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(57) Abstract: According to this process, a non-oriented elec

1.80 trical steel sheet which exhibits excellent magnetic character
istics i n the direction o f cold rolling i s obtained by: subjecting
a steel slab which contains up to 0.005 mass% of C , 2 to 7

1.78 mass% of Si, 0.03 t o 3 mass% of Mn, up to 0.01 mass% of
Al, up to 0.005 mass% of N and up to 0.005 mass% of S, and
further contains C a in an amount o f 0.0005 to 0.01 mass%1.76
and at a Ca/S atomic ratio, (Ca(mass%)/40)/(S(mass%)/32), of
0.5 to 3.5 with the balance being Fe and unavoidable impcaaooiurit

1.74 ies to hot rolling, hot band annealing, and cold rolling suc
cessively; subjecting the obtained sheet to recrystallizati

oss5an

annealing to adjust the grain diameters (d) to 70µπι or less;
1.72 and then subjecting the resulting sheet to skin-pass rolling

with a rolling reduction of 1 to 15% and then stress relief an

1.70 nealing.

2 4 (57) 要約：C : 0 . 0 0 5 m a s s % 以下、 S
(Ca/40) / (S/32) 2 ~ 7 m a s s % 、 M n : 0 . 0 3 ~ 3 m

s % 、 A I : 0 . 0 m a s s % 以下、 N ：
C :0.0028mass%, Si : 3.3mass%, n :0.50mass%, 0 0 5 m a s s % 以下 、 S : 0 . 0 0 5 m
Al：0. 04mass N ：0.002Zmass%, S ：0.0024mass% s % 以下を含有 し、 さらに、 〇 3 を 0 . 0 0

~ 0 . 0 1 m a s s % かつ S との原子 比 （
(m a s s % ) / 4 0 ) ノ ( S (m a s s % ) ノ
3 2 ) が 0 . 5 ~ 3 . 5 の範囲で含有 し、残部が
F e および不可避的不純物か らなる鋼スラブを熱
間圧延 し、熱延板焼鈍 し、冷間圧延 した後、再結

Magnetic flux density B5。 (T) 晶焼鈍 を施 して結晶粒径 d を 7 0 µ m 以下 と した

Skin-pass rolling reduction: 7%
後、圧下率が 1 ~ 1 5 % のスキ ンパス圧延 し、歪

Invention range 取焼鈍 を施す ことで冷間圧延方向の磁気特性 に優
れる無方向性電磁鋼板 を得 る。
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明 細 書

発明の名称 ：無方向性電磁鋼板の製造方法

技術分野

[0001 ] 本発 明 は、 無方 向性 電磁 鋼板 の製 造方法 に関 し、具 体 的 には、 圧延方 向 に

優 れ た磁 気特性 を有 す る無方 向性 電磁 鋼板 の製 造方法 に関す るものであ る。

背景技術

[0002] 近年、 電力 を初 め とす る各種 消 費 エ ネル ギーの削減 とい う世界 的な動 きの

中で、 電気機 器 の分野 において も、 その高効率 化 や小型化 が強 く望 まれ るよ

うにな つて きて い る。 無方 向性 電磁 鋼板 は、 電気機 器 の鉄心 材料 と して広 く

用 い られ て い る。 そのため、 電気機 器 の小型化 高効率 化 を達成 す るため に

は、 無方 向性 電磁 鋼板 の高 品質化、 すなわ ち、 高磁 束密度 化 低鉄損 化 が不

可 欠 とな って きて い る。

[0003] 無方 向性 電磁 鋼板 は、従 来、 添加 す る合金元素 の種類 や量 を適 正化 した り

、 冷延前粒径 をで きる限 り大 き く した り、 冷延圧 下率 を最適化 した りす る こ

とな どで高磁 束密度 化 を図 り、 また、 固有 抵抗 を高め る元素 を添加 した り、

板厚 を低減 した りす る ことな どで低鉄損 化 を図 って きて い る。

[0004] ところで、 ハ イ ブ リッ ド自動車 や電気 自動車 の駆 動 モー タは、鉄心 材料 の

歩留 りを向上 す る観 点 か ら、従 来 の一体型 コアに代 わ って、 分割 コアが採 用

され るよ うにな って きて い る。 この分割 コアは、従 来 の よ うに積 層 す る コア

材 を、 素材鋼板 か ら一体 と して リング状 に打 ち抜 くので はな く、 円周方 向で

分割 した T 字型 の コアのテ ィ一 ス部 が、鋼板 の圧延方 向 とな るよ うに打 ち抜

いた後、 コアに組 み立 て る ことで、 モー タの特性 向上 を図 る技術 であ り、磁

束 が集 中す るテ ィー ス部 が、 電磁 鋼板 の圧延方 向 とな るため、 モー タの高 卜

ル ク化、 高効率 化 を図 る ことが可能 とな る。

[0005] 上記分割 コアに用 い る材料 と して は、 圧延方 向の磁 気特性 が良好 な方 向性

電磁 鋼板 が考 え られ るが、製 造工程 に二次再結 晶 プ ロセ ス を必要 とす るため

、製 造 コス トが高 く、 分割 コアにはほ とん ど採 用 され て お らず、 専 ら、 安価



な無方向性電磁鋼板が用いられている。そのため、無方向性電磁鋼板におけ

る圧延方向の磁束密度を高めることができれば、分割コァの最適材料となり

得ると考えられる。

[0006] 圧延方向の磁気特性を向上させる技術としては、例えば、特許文献 1 には

、熱延板焼鈍後の結晶粒径と冷間圧延の圧下率を適正範囲に制御することに

よって、面内圧延方向と垂直方向に優れた磁気特性を得る方法が開示されて

いる。 しか し、この方法では、 3 0 0 m以上の冷延前結晶粒径を得ること

が必要であるため、鋼中の不純物濃度を低減 してやる必要があったり、熱延

板焼鈍温度を高温にしてやる必要があつたりするため、製造性やコス ト面で

問題がある。

[0007] また、特許文献 2 には、 S ί ：2 . O m a s s %以下、M n ：3 . 0 m a

s s %以下、 A 1 : 1 . 0 3 . 0 m a s s % を含有する鋼素材を、熱延 し、

熱延板焼鈍 し、酸洗 し、冷延 し、仕上焼鈍 し、スキンパス圧延を施す製造ェ

程において、結晶粒径 5 0 m 以下を有する仕上焼鈍後の鋼板を圧下率が 3

~ 1 0 %でスキンパス圧延することで、 L 方向の磁気特性に優れる無方向性

電磁鋼板を製造する技術が開示されている。 しか しながら、この特許文献 2

の技術は、 A I を 1 m a s s %以上添加する必要があるため、飽和磁束密度

が低下 したり、原料コス トが増加 したりするという問題がある。

先行技術文献

特許文献

[0008] 特許文献1 ：特開 2 0 0 4 _ 3 3 2 0 4 2 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 6 _ 2 6 5 7 2 0 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0009] 本発明は、従来技術が抱える上記問題点に鑑みてなされたものであり、そ

の目的は、冷間圧延方向の磁気特性に優れる無方向性電磁鋼板を製造する有

利な方法を提案することにある。



課題を解決するための手段

[001 0] 発 明者 らは、上記課題 を解決するべ く鋭意検討 を行 った。 その結果、 A I

を低減 し、 かつ C a を添加 した再結晶焼鈍後 の冷延鋼板 における結晶粒径 を

適正範 囲に制御 した上で、適正な圧下率 のスキ ンパ ス圧延 を施 す ことで、冷

間圧延方向 （L 方 向）の磁束密度 を著 しく向上 させ ることがで きることを見

出 し、本発明を開発 した。

[001 1] 上記知見 に基 く本発明は、 C ：0 . 0 0 5 m a s s % 以下、 S i ：2 7

m a s s % 、 M n ：0 . 0 3 ~ 3 m a s s % 、 A I : 0 . 0 1 m a s s % 以

下、 N ：0 . 0 0 5 m a s s % 以下、 S : 0 . 0 0 5 m a s s % 以下 を含有

し、 さ らに、 C a を 0 . 0 0 0 5 ~ 0 . 0 m a s s % かつ S との原子比 （

C a ( m a s s ) / 4 0 ) / ( S ( m a s s ) / 3 2 ) が 0 . 5 ~ 3 .

5 の範 囲で含有 し、残部 が F e および不可避 的不純物 か らなる鋼 スラブを熱

間圧延 し、熱延板焼鈍 し、冷間圧延 した後、再結晶焼鈍 を施 して結晶粒径 d

を 7 0 m 以下 と した後、圧下率 が 1 ~ 1 5 % のスキ ンパ ス圧延 し、歪取焼

鈍 を施 す無方向性電磁鋼板 の製造方法である。

[001 2] 本発 明の無方向性電磁鋼板 の製造方法 に用いる鋼 スラブは、上記成分組成

に加 えてさ らに、 S n : 0 . 0 0 3 ~ 0 . 5 m a s s % 、 S b ：0 . 0 0 3

~ 0 . 5 m a s s % 、 P ：0 . 0 3 ~ 0 . 1 5 m a s s % の うちか ら選 ばれ

る 1 種 または 2 種以上 を含有 することを特徴 とする。

発明の効果

[001 3] 本発 明によれば、圧延方向に優れた磁 気特性 を有 する無方向性電磁鋼板 を

安価 に提供 することがで きるので、本発明の無方向性電磁鋼板 を、分割 コア

材料 に用いることによ り、ハ イプ リッ ド自動車や電気 自動車の性能 を向上す

ることが可能 となる。

図面の簡単な説明

[0014] [ 図 1] 圧延方向の磁束密度 B 5 0 _ L に及ぼす A I 含有量の影響 を示す グラフであ

る。

[ 図2] 圧延方向の鉄損W 1 5/5 0 _ L に及ぼす A I 含有量の影響 を示す グラフであ



る。

[ 図3] 圧延方 向の磁 束密度 B 5 0 _ L に及 ぼす C a と S の原子比 （C a / 4 0 ) /

( S / 3 2 ) の影響 を示 す グラフであ る。

[ 図4 ] 圧延方 向の鉄損W 1 5/5 0 _ L に及 ぼす C a と S の原子比 （C a / 4 0 ) /

( S / 3 2 ) の影響 を示 す グラフであ る。

[ 図5] 圧延方 向の磁 束密度 B 5 0 _ L に及 ぼすスキ ンパ ス前平均粒径 の影響 を示 す

グラフであ る。

[ 図6] 圧延方 向の鉄損W 1 5/5 0 _ L に及 ぼすスキ ンパ ス前平均粒径 の影響 を示 す

グラフであ る。

[ 図7] 圧延方 向の磁 束密度 B 5 0 _ L に及 ぼすスキ ンパ ス圧下率 の影響 を示 す ダラ

フであ る。

[ 図8] 圧延方 向の鉄損W 1 5/5 0 _ L に及 ぼすスキ ンパ ス圧下率 の影響 を示 す ダラ

フであ る。

発明を実施するための形態

[001 5] 発 明者 らは、前述 した よ うに、無方 向性 電磁鋼板 の冷 間圧延方 向 （L 方 向

) の磁 気特性 を向上 す るべ く検討 した結果、 A I を低減 し、 かつ C a を添加

した再結 晶焼鈍後 の冷延鋼板 における結 晶粒径 を適正範 囲 に制御 した上 で、

適正な圧下率 のスキ ンパ ス圧延 を施 す ことで、冷 間圧延方 向 （L 方 向）の磁

束密度 を大 き く向上 す る ことがで きる ことを知見 し、本発 明 を開発 した。以

下、上記知見 に関す る実験 について説 明す る。

[001 6] < 実験 1 >

A I 含有 量 が、鋼板 の圧延方 向の磁 気特性 に及 ぼす影響 を調査 す るため、

C ：0 . 0 0 2 5 m a s s % 、 S i ：3 . O m a s s % 、 M n ：0 . 1 5 m

a s s % 、 A I : 0 . 0 0 1 ~ 1 . 5 m a s s % 、 N ：0 . 0 0 1 9 m a s

s % 、 S ：0 . 0 0 2 0 m a s s % お よび C a : 0 . 0 0 2 5 m a s s % を

含有 す る鋼 スラブを 1 1 0 0 °C で 3 0 分 間加熱後、熱 間圧延 し、板厚 ：2 .

O m m の熱延板 と した後、 1 0 0 0 °C で 3 0 秒 の熱延板焼鈍 を施 し、 1 回の

冷 間圧延 で板厚 ：0 . 3 6 8 m m の冷延板 と し、 その後、 8 0 0 °C で 3 0 秒



の再結 晶焼鈍 を施 して、結 晶粒径 を 3 5 m と した。 ここで、上記結 晶粒径

は、 L 断面 を線分法 にて測定 した平均結 晶粒径 の ことであ る （以下、 同様 ）

。 その後、圧下率 ：5 % のスキ ンパ ス圧延 を施 して板厚 ：0 . 3 5 m m と し

た後、 8 2 0 °C で 2 時 間保持 した後、炉冷 す る歪取焼鈍 を施 した。

[001 7] 斯 く して得 られた冷延焼鈍板 か ら、長 さ L ：1 8 0 ズ幅 〇 : 3 0 m m

の L 方 向 （圧延方 向）サ ンプル を切 り出 し、 ェ プスタイ ン試験 によ って磁 気

特性 （磁 束密度 B 5 0 _ L、鉄損W 1 5/5 0 _ を測 定 し、 その結果 を、 図 1 およ

び図 2 に示 した。 これ らの図か ら、 A I の含有量 が 0 . 0 1 m a s s % 以 下

の領域 で L 方 向の磁 気特性 が向上 している ことがわか る。 A I を低減 す る こ

とで、 スキ ンパ ス、歪取焼鈍後 の L 方 向の磁 気特性 が改善 され る理 由は、 ま

だ十分 に明 らか とな っていないが、 A I は A I N を形成 して粒界移動 を抑制

す るイ ン ヒビタ一元素 であ る ことか ら、 A I を低減 す る ことで、粒界方位差

角 によ って粒界 に易動度差 が生 じ、 それ による歪取焼鈍後 の粒成長性 の差 に

よ って G o s s 方位へ の集積度 が高 まったため と考 え られ る。

[001 8] < 実験 2 >

次 に、 C a 含有量 が、鋼板 の圧延方 向の磁 気特性 に及 ぼす影響 を調査 す る

ため、 C : 0 . 0 0 2 8 m a s s % 、 S i ：3 . 3 m a s s % 、 M n ：0 .

5 0 m a s s % 、 A I : 0 . 0 0 4 m a s s % 、 N ：0 . 0 0 2 2 m a s s

% 、 S ：0 . 0 0 2 4 m a s s % お よび C a : 0 . 0 0 0 1 ~ 0 . 0 1 5 m

a s s % を含有 す る鋼 スラブを 1 1 0 0 °C で 3 0 分 間加熱後、熱 間圧延 し、

板厚 ：1 . 8 m m の熱延板 と した後、 1 0 0 0 °C で 3 0 秒 の熱延板焼鈍 を施

し、 1 回の冷 間圧延 で板厚 ：0 . 2 6 9 m m の冷延板 と し、 その後、 8 2 0

°C で 3 0 秒 の再結 晶焼鈍 を施 して、結 晶粒径 を 4 0 m と した。 その後、圧

下率 ：7 % のスキ ンパ ス圧延 を施 して板厚 ：0 . 2 5 m m と した後、 7 5 0

で で 2 時 間保持 した後、炉冷 す る歪取焼鈍 を施 した。

[001 9] 斯 く して得 られた冷延焼鈍板 か ら、長 さ L ：1 8 0 ズ幅 〇 : 3 0 m m

の L 方 向 （圧延方 向）サ ンプル を切 り出 し、 ェ プスタイ ン試験 によ って磁 気

特性 （磁 束密度 B 5 0 _ L、鉄損W 1 5/5 0 _ を測 定 し、 その結果 を、 図 3 およ



び図 4 に示 した。 これ らの図か ら、 C a とS の原子比 を表す （C a ( m a s

s ) / 4 0 ) / ( S ( m a s s ) / 3 2 ) が 0 . 5 ~ 3 . 5 の範囲にお

いて、 L 方向の磁気特性が向上 していることがわかる。 C a を上記範囲にす

ることで、 スキンパス、歪取焼鈍後の L 方向の磁気特性が改善 される理 由に

ついては、 C a は鋼 中で S を固定 し、 C a S と して析 出することで、粗大に

析 出 し、熱延板焼鈍時や歪取焼鈍時の粒成長性 を改善するが、 （C a / 4 0

) / ( S / 3 2 ) が 0 . 5 未満では、上記効果が十分ではな く、一方、 （C

a / 4 0 ) / ( S / 3 2 ) が 3 . 5 を超 えると、 C a S の析 出量が多 くな り

過 ぎて ヒステ リシス損が増加 し、却 って鉄損が増加するため と考 え られる。

[0020] < 実験 3 >

次 に、 スキンパス前の結晶粒径が鋼板の圧延方向の磁気特性 に及ぼす影響

を調査するため、 C : 0 . 0 0 2 5 m a s s %、 S i ：3 . O m a s s %、

M n ：0 . 1 5 m a s s %、 A I : 0 . 0 0 1 m a s s %、 N ：0 . 0 0 1

9 m a s s %、 S ：0 . 0 0 1 5 m a s s % および C a : 0 . 0 0 2 0 m a

s s % を含有する鋼 スラブを 1 1 0 0 °C で 3 0 分間加熱後、熱間圧延 し、板

厚 ：2 . O m m の熱延板 と した後、 1 0 0 0 °C で 3 0 秒 の条件で熱延板焼鈍

を施 し、 1 回の冷間圧延で板厚 ：0 . 3 6 8 m m の冷延板 と した。 その後、

7 5 0 0 5 0 °C の温度範囲で 3 0 秒の再結晶焼鈍 を施 して、結晶粒径 を

種 々の大 きさに変化 させた後、圧下率 ：5 % のスキンパス圧延 を施 して板厚

：0 . 3 5 m m と した後、 8 2 0 °C で 2 時間保持 した後、炉冷する歪取焼鈍

を施 した。

[0021 ] 斯 くして得 られた冷延焼鈍板か ら、長 さ L ： 1 8 0 ズ幅 〇 : 3 0 m m

の L 方向 （圧延方向）サ ンプル を切 り出 し、ェプスタイン試験 によって磁気

特性 （磁束密度 B 5 0 _ L、鉄損W 1 5/5 0 _ L ) を測定 し、 その結果 を、図 5 およ

び図 6 に示 した。 これ らの図か ら、再結晶焼鈍後 （スキンパス圧延前）の粒

径 を 7 0 m 以下 とすることで、 L 方向の磁気特性が向上 していることがわ

かる。 これはスキンパス前の粒径が 7 0 m を超 えると、 スキンパス、歪取

焼鈍後 に歪誘起粒成長が起 こり難 くなるため、集合組織がランダム化 し、 G



o s s 方位への集積度が低下するため、および、スキンパスで導入された歪

が歪取焼鈍後も残存 して しまうためと考えられる。

[0022] < 実験 4 >

さらに、スキンパスの圧下率が鋼板の圧延方向の磁気特性に及ぼす影響に

ついて調査するため、C : 0 . 0 0 2 6 m a s s %、 S i ：3 . 3 m a s s

%、M n : 0 . 5 0 m a s s %、 A I : 0 . 0 0 2 m a s s %、 N ：0 . 0

0 2 2 m a s s %、 S ：0 . 0 0 1 8 m a s s % およびC a : 0 . 0 0 2 3

a s s % を含有する鋼スラブを 1 1 0 0 °Cで 3 0 分間加熱後、熱間圧延 し

、板厚 ：1 . 8 m mの熱延板とした後、 1 0 0 0 °Cで 3 0 秒の条件で熱延板

焼鈍を施 し、 回の冷間圧延で板厚 ：0 . 2 5 1 ~ 0 . 3 1 3 m mの冷延板

とした。その後、 8 0 0 °Cで 3 0 秒の再結晶焼鈍を施 して、結晶粒径を4 0

m の大きさとした。その後、圧下率を0 . 5 ~ 2 0 %の範囲で変化させて

スキンパス圧延を施 して板厚 ：0 . 2 5 m m とした後、 7 5 0 °Cで 2 時間保

持 した後、炉冷する歪取焼鈍を施 した。

[0023] 斯 くして得 られた冷延焼鈍板から、長さL ：1 8 0 ズ幅〇 : 3 0 m m

の L 方向 （圧延方向）サンプルを切 り出し、ェプスタイン試験によって磁気

特性 （磁束密度 B 5 0 _ L、鉄損W 1 5/5 0 _ を測定 し、その結果を、図 7 およ

び図 8 に示 した。これらの図から、再結晶焼鈍後のスキンパスの圧下率を 1

~ 1 5 %の範囲とすることで、 L 方向の磁気特性が向上 していることがわか

る。これはスキンパス圧下率が 1 %未満では、導入する歪エネルギーが不足

するため、歪取焼鈍時にG 0 s s 方位への集積が認められなくなるため、一

方、スキンパス圧下率が 1 5 % を超えると、逆に、導入される歪エネルギー

が大きくなり過ぎて、歪取焼鈍時にG 0 s s 方位への優先成長が認められな

くなるためと考えられる。

[0024] なお、上記のように、スキンパス圧延、歪取焼鈍後にG 0 s s 方位へ集積

度が高まる機構については、まだ明確にはなっていないが、内部歪の少ない

G 0 s s 粒の方位選択的粒成長によるものであると考えられ、前述 した、 A

I 低減の効果と相俟って、G o s s 方位への集積が促進されたものと思われ



る。

[0025] 次に、本発明の無方向性電磁鋼板の成分組成を限定する理由について説明

する。

C ：0 . 0 0 5 m a s s %以下

C は、 0 . 0 0 5 m a s s % を超えて含有すると、製品板が磁気時効を起

こして鉄損特性が低下する。よって、C は0 . 0 0 5 m a s s %以下とする

。好ましくは0 . 0 0 3 m a s s %以下である。

[0026] S i ：2 ~ 7 m a s s

S ί は、鋼の電気抵抗を高め、鉄損を低減する元素であるので、 2 m a s

s %以上含有させる必要がある。一方、 S ί が 7 m a s s % を超えると、鋼

が硬質化 して加工性が低下 し、また、飽和磁束密度も低下する。よって、 S

ί は 2 ~ 7 m a s s %の範囲とする。好ましくは、上限は6 . 5 m a s s %

である。

[0027] M n ：0 . 0 3 ~ 3 m a s s

M n は、熱間加工性を改善するために必要な元素であるが、 0 . 0 3 m a

s s %未満では、上記効果が得られず、一方、 3 m a s s % を超える添加は

、原料コス トの上昇を招く。よって、M n は0 . 0 3 ~ 3 m a s s %の範囲

とする。好ましくは、下限は0 . 0 5 m a s s %、上限は2 m a s s %であ

る。

[0028] A I : 0 . 0 m a s s %以下

A I は、 0 . 0 1 m a s s % を超えると、方位差角による粒界の易動度差

が生 じ難 くなるため、熱延板焼鈍後および歪取焼鈍後の集合組織がランダム

化 し、G o s s 方位が発達せず、優れた磁気特性を得ることができなくなる

。よって、A I は0 . 0 1 m a s s %以下とする。好ましくは0 . 0 0 5 m

a s s %以下である。

[0029] S ：0 . 0 0 5 m a s s %以下、 N : 0 . 0 0 5 m a s s %以下

S およびNは、本発明においては磁気特性を低下させる不純物元素であり

、それぞれを0 . 0 0 5 m a s s % を超えて含有 していると、上記弊害が大



きくなる。 よって、 S ， N はそれぞれ 0 . 0 0 5 m a s s % 以下 とする。好

ま しくは、それぞれ 0 . 0 0 3 m a s s % 以下である。

[0030] C a ：0 . 0 0 0 5 0 . O l m a s s % かつ （C a ( m a s s ) / 4 0

) / ( S ( m a s s ) / 3 2 ) : 0 . 5 3 . 5

C a は、鋼中の S を固定 して C a S と して析出することで、粒成長性 を改

善 し、磁気特性 を向上する効果を有する元素である。 C a の添加量が 0 . 0

0 0 5 m a s s % 未満では、上記効果が十分ではな く、一方、 0 . 0 1 m a

s s % を超える添加は、 C a S の過析出を招 き、 ヒステ リシ ス損が増加する

ため好ま しくない。 よって、 C a は 0 . 0 0 0 5 ~ 0 . 0 1 m a s s % の範

囲とする。好ま しくは、下限は 0 . 0 0 1 m a s s %、上限は 0 . 0 0 8 m

a s s % である。

[0031 ] ただ し、 C a の上記効果を得 るためには、上記組成範囲とすることに加え

て、 C a の S に対する原子比 （C a ( m a s s ) / 4 0 ) / ( S ( m a s

s % ) / 3 2 ) ) が 0 . 5 ~ 3 . 5 の範囲となるよう制御する必要がある。

C a の S に対する原子比が 0 . 5 未満では、上記効果が十分に得 られず、 _

方、 C a の S に対する原子比が 3 . 5 を超えると、 C a S の析出量が多 くな

り過 ぎて ヒステ リシス損が増加するため、却 って鉄損が増加する。 よって、

C a は、 S に対する原子比で 0 . 5 ~ 3 . 5 の範囲で添加する必要がある。

好ま しくは、下限は 0 . 7 、上限は 1 . 5 である。

[0032] 本発明の電磁鋼板は、上記成分組成 を満たすことに加えてさらに、 S n ，

S b および P のうちか ら選ばれる 1 種 または 2 種 を下記の範囲で含有するこ

とができる。

S n ：0 . 0 0 3 ~ 0 . 5 m a s s %、 S b ：0 . 0 0 3 ~ 0 . 5 m a s s

%

S n および S b は、集合組織 を改善 して磁束密度 を向上させるだけでな く

、鋼板表層の酸化ゃ窒化、および、それに伴 う表層微細粒の生成 を抑制する

ことによって、磁気特性の低下を防止する等、種 々の作用効果を有する元素

である。かかる効果を発現 させるためには、 S n および S b のいずれか 1 種



以上を0 . 0 0 3 m a s s %以上添加することが好ましい。一方、添加量が

0 . 5 m a s s % を超えると、結晶粒の粒成長性が阻害されて磁気特性の低

下を招 くおそれがある。よって、 S n およびS b を添加する場合には、それ

ぞれ、下限は0 . 0 0 3 m a s s %、上限は0 . 5 m a s s % とすることが

望ましい。

[0033] P ：0 . 0 3 ~ 0 . 5 m a s s

P は、集合組織を改善 して磁束密度を向上させる効果を有する元素であり

、 0 . 0 3 m a s s %以上含有させることが好ましい。 しか し、含有量が 0

. 5 m a s s % を超えると、鋼板の硬さが上昇 して脆化を起こし、冷間圧

延することが困難となる。よって、 P は、下限は0 . 0 3 m a s s %、上限

は0 . 1 5 m a s s % とするのが望ましい。

[0034] 次に、本発明の無方向性電磁鋼板の製造方法について説明する。

本発明の無方向性電磁鋼板は、本発明に適合する上記成分組成を有する鋼

を転炉や電気炉、真空脱ガス装置などを用いた通常公知の精鍊プロセスで溶

製 し、連続錶造あるいは造塊—分塊圧延法で鋼スラブとし、この鋼スラブを

通常公知の方法で熱間圧延 し、必要に応 じて熱延板焼鈍を施 した後、冷間圧

延 し、再結晶焼鈍 し、スキンパス圧延 し、歪取焼鈍を施すことで製造するこ

とができる。上記製造工程のうち、冷間圧延までは、常法に準 じて行えばよ

く、特に制限はなく、例えば、冷間圧延は、 1 回または中間焼鈍を挟む 2 回

以上行ってもよく、圧下率の通常の無方向性電磁鋼板と同様に設定すること

ができる。

ただ し、再結晶焼鈍以降については、下記の条件で行うのが望ましい。

[0035] 再結晶焼鈍

冷間圧延後の再結晶焼鈍は、焼鈍後の結晶粒径を 7 0 m以下に制御する

必要があり、好ましくは 6 O m以下に制御するのが好ましい。また、その

実現のためには、焼鈍温度は、 7 0 0 ~ 9 0 0 °Cの範囲とするのが好ましい

。より好ましくは、下限は 7 5 0 °C、上限は 8 5 0 °Cである。

[0036] スキンパス



再結晶焼鈍後 に行 うスキンパスの圧下率は、 1 ~ 1 5 % の範囲に設定する

必要がある。前述 したように、スキンパス圧下率が 1 %未満では、導入する

歪エネルギーが不足するため、歪取焼鈍時にG o s s 方位への集積が認め ら

れな くなる。一方、スキンパス圧下率が 1 5 % を超えると、逆に導入される

歪エネルギーが大 きくな り過 ぎて、歪取焼鈍時にG o s s 方位への優先成長

が認め られな くなるか らである。好ま しくは、下限は 2 %、上限は 1 0 % で

ある。

[0037] 歪取焼鈍

歪取焼鈍は、一般 には、 7 0 0 ~ 9 0 0 °C の温度で 2 時間程度均熱する条

件で行われているが、本発明では、粒成長を促進するため、焼鈍温度はでき

るだけ高温 とするのが好ま しい。 しか し、焼鈍温度が 9 0 0 °C を超えると、

製造 コス トの上昇を招 く。 よって、歪取焼鈍の焼鈍温度は 7 0 0 ~ 9 0 0 °C

の範囲が好ま しく、 より好ま しくは、下限は 7 5 0 °C、上限は 8 5 0 °C であ

る。

実施例

[0038] 表 1 に示 した成分組成の鋼スラブを溶製 し、 1 0 8 0 °C で 3 0 分間加熱後

、熱間圧延 して板厚 ：2 . 0 m mの熱延板 と した後、 1 0 0 0 °C で 3 0 秒の

熱延板焼鈍 し、 1 回の冷間圧延で最終板厚 ：0 . 2 0 ~ 0 . 3 5 m mの冷延

板 と した後、表 2 に示 した焼鈍温度で 1 0 秒間の再結晶焼鈍 を施 した。 この

際、再結晶焼鈍後の鋼板か らサ ンプルを採取 し、 L 断面の平均結晶粒径 を線

分法で測定 した。その後、表 2 に示 した圧下率でスキンパス圧延 して、表 2

に記載の最終板厚 と した後、 7 8 0 °C で 2 時間保持後、炉冷する歪取焼鈍 を

施 し、製品板 と した。

[0039]



1]

化 学 成 分 （m a s s % )
Ν 備 考

C Si Mn Al s N Ca P Sn Sb

1 0. 0030 3. 0 0. 50 0. 001 0. 0015 0. 0021 0. 0025 ― ― ― 発明例
2 0. 0030 3. 0 0. 50 0. 001 0. 0015 0. 0021 0. 0025 0. 040 ― 一 発明例
3 0 . 0030 3. 0 0. 50 0. 001 0. 0015 0. 0021 0. 0025 0. 10 ― ― 発明例
4 0 . 0030 3. 0 0. 50 0. 001 0. 0015 0. 0021 0. 0025 0. 25 ― ― 比
5 0 . 0025 3. 0 0. 50 0. 001 0. 0019 0. 0021 0. 0035 0. 015 ― ― 発明例
6 0 . 0025 3. 0 0. 50 0. 001 0. 0021 0. 0021 0. 0040 0. 050 0. 005 ― 発明例
7 0 . 0025 3. 0 0. 50 0. 001 0. 0015 0. 0021 0. 0015 ― ― ― 比較例
8 0 . 0025 3. 0 0. 50 0. 001 0. 0015 0. 0021 0. 0013 0. 040 ― ― 比較例
9 0 . 0035 3. 0 0. 50 0. 001 0. 0015 0. 0021 0. 0020 0. 015 ― ― 比較例
10 0. 0025 3. 0 0. 50 0. 001 0. 0015 0. 0021 0. 0020 0. 030 ― ― 比棚
11 0. 0025 2 . 0 0. 50 0. 005 0. 0024 0. 0021 0. 0060 ― ― ― 発明例
12 0. 0025 4 . 0 0. 30 0. 001 0. 0019 0. 0016 0. 0018 0. 080 ― ― 発明例
13 0. 0025 5. 5 0. 15 0. 003 0. 0029 0. 0035 0. 010 0. 015 ― ― 発明例
14 0. 0030 6 5 0. 15 0. 001 0. 0022 0. 0025 0. 0035 ― 0. 050 ― 発明例
15 0. 0030 & 0 0. 15 0. 001 0. 0017 0. 0023 0. 0026 - ― ― ― 比麵
16 0. 0030 1. 0 0. 15 0. 001 0. 0017 0 . 0023 0. 0024 ― 0. 005 ― 比較例
17 0. 0030 3. 5 0. 50 0. 008 0. 0015 0. 0021 0. 0036 0. 060 0. 010 ― 発明例
18 0. 0030 3. 3 0. 50 0. 050 0. 0015 0. 0021 0. 0021 0. 015 ― ― 比較例
19 0. 0030 3. 0 0. 50 0. 50 0. 0015 0. 0021 0. 0023 0 . 015 ― ― 比翻
20 0. 0035 3. 2 1. 0 0. 001 0. 0038 0. 0039 0. 0070 ― 0. 015 一 発明例
2 1 0. 0035 2 . 5 2. 5 0. 001 0. 0022 0. 0016 0. 0020 ― ― ― 発明例
22 0. 0025 3. 0 4. 0 0. 001 0. 0021 0. 0019 0. 0025 0 . 020 ― ― 比糊
23 0. 0030 3. 0 0. 15 0. 002 0. 0090 0. 0015 0. 010 0 . 020 ― ― 比糊
24 0. 0025 3. 0 0. 15 0. 002 0. 0019 0 . 0080 0. 0030 0 . 020 ― ― 比棚
25 0. 0040 3. 0 0. 50 0. 001 0. 0015 0. 0021 0. 0022 0 . 050 0. 0 一 発明例
26 0. 0032 3. 0 0. 50 0. 001 0. 0018 0 . 0021 0. 0069 ― ― 0. 10 発明例
27 0. 0025 3. 0 0. 50 0. 005 0. 0015 0 . 0021 0. 0029 一 0. 30 ― 発明例
28 0. 0025 3. 0 0. 50 0. 001 0. 0015 0 . 0021 0. 0028 0 . 080 ― 0. 30 発明例
29 0. 0030 3. 0 0. 50 0. 003 0. 0015 0 . 0021 0 . 0020 ― 0. 010 0. 01 発明例
30 0. 0025 3. 0 0. 50 0. 001 0. 0015 0 . 0021 0. 0020 0 . 040 0. 80 ― 比
31 0. 0025 3. 0 0. 50 0. 002 0. 0015 0 . 0021 0. 0020 ― ― 0. 70 比糊
32 0. 0020 3. 0 0. 05 0. 001 0. 0018 0 . 0022 0. 0019 ― 0. 005 ― 発明例
33 0. 0020 3. 0 0. 05 0. 001 0. 0018 0 . 0022 0 . 0030 0 . 050 0. 050 発明例
34 0. 0020 3. 0 0. 05 0. 001 0. 0025 0 . 0022 0. 0060 0 . 120 ― 発明例
35 0. 0025 3 . 0 0. 05 0. 001 0. 0018 0 . 0022 0 . 010 0 . 015 ― ― 比糊
36 0. 0025 3. 0 0. 05 0. 001 0. 0036 0 . 0022 0 . 0011 0. 030 ― ― 比較例
37 0. 0030 3. 3 0. 0 1 0. 001 0. 0015 0 . 0019 0 . 0020 ― 0. 010 ― 発明例
38 0. 0035 3. 3 0. 05 0. 001 0. 0015 0 . 0019 0 . 0020 0. 050 0 . 030 0. 005 発明例
39 0. 0025 3. 3 0. 01 0. 001 0. 0015 0 . 0019 0 . 0020 ― 0. 050 発明例
0 0. 0025 3. 3 0. 05 0. 001 0. 0018 0 . 0022 0 . 0011 ― 』 ― ― 発明例
1 0 . 0025 3. 3 0. 05 0. 001 0. 0018 0 . 0022 0 . 0011 ― ― ― 発明例
2 0 . 0025 3. 3 0. 05 0. 001 0. 0018 0 . 0022 0 . 0011 ― ― ― 比較例
3 0. 0025 3. 3 0. 05 0. 001 0. 0018 0 . 0022 0 . 0011 ― ― ― 比較例



[0040] 斯 くして得 られた製品板か ら、長 さ L ：1 8 0 ズ幅 〇 ：3 O m m の L

方向 （圧延方向）サ ンプル を切 り出 し、ェプスタイン試験 によって磁気特性

(磁束密度 B 5 0 _ L、鉄損W 1 5/5 0 _ L ) を測定 し、 その結果 を、平均結晶粒径

と共 に、表 2 に併記 した。

表 2 か ら、本発明の製造方法で製造 した無方向性電磁鋼板 は、圧延方向の

磁気特性が優れていることがわかる。

[0041 ]



[表2 ]

産業上の利用可能性



本発明の無方向性電磁鋼板の用途は、ハイブ リッ ド自動車や電気 自動車の

駆動モータの分割 コアに限定されるものではな く、圧延方向の磁気特性 に優

れることが要求される他の用途、例 えば、 トランス用 コア材等 と しても好適

に用いることがで きる。



請求の範囲

[ 請求項 1] C : 0 . 0 0 5 m a s s % 以下、 S i : 2 ~ 7 m a s s % 、 M n ：0

. 0 3 ~ 3 m a s s % 、 A I : 0 . 0 1 m a s s % 以下、 N : 0 . 0

0 5 m a s s % 以下、 S : 0 . 0 0 5 m a s s % 以下を含有 し、 さ ら

に、 C a を 0 . 0 0 0 5 ~ 0 . 0 m a s s % かつ S との原子比 （C

a ( m a s s ) / 4 0 ) / ( S ( m a s s ) / 3 2 ) が 0 . 5 ~

3 . 5 の範 囲で含有 し、残部が F e および不可避的不純物か らなる鋼

スラブを熱間圧延 し、熱延板焼鈍 し、冷間圧延 した後、再結晶焼鈍 を

施 して結晶粒径 d を 7 0 m以下 と した後、圧下率が 1 ~ 1 5 % のス

キンパス圧延 し、歪取焼鈍 を施す無方向性電磁鋼板の製造方法。

[ 請求項2] 上記成分組成 に加えてさ らに、 S n : 0 . 0 0 3 0 . 5 m a s s

、 S b : 0 . 0 0 3 0 . 5 m a s s % 、 P ：0 . 0 3 ~ 0 . 1 5 m

a s s % の うちか ら選ばれる 1 種 または 2 種以上 を含有することを特

徴 とする請求項 1 に記載の無方向性電磁鋼板の製造方法。
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